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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第163期

第３四半期連結
累計期間

第164期
第３四半期連結

累計期間
第163期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 283,977 308,733 384,849

経常利益 (百万円) 30,097 23,736 36,474

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 22,911 8,842 26,012

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 26,717 24,298 31,659

純資産額 (百万円) 287,142 303,801 292,094

総資産額 (百万円) 557,225 617,542 557,646

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 265.71 102.54 301.67

自己資本比率 (％) 50.8 48.6 51.7

回次
第163期

第３四半期連結
会計期間

第164期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

(円) 56.43 △63.62

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３. 普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、株式給付信託が所有する当社株式を含めて

おります。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　



― 2 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社)

が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、個人消費や設備投資が上向くなど景気は持ち直しの動きがみられ

ましたが、資源価格が一段と高騰したほか円安が急激に進行し、先行きに対する不透明感が高まりました。世界

経済は、各国で物価の上昇が進み、ウクライナ危機の長期化や中国の経済活動抑制などもあり減速感が強まって

います。

このような経済環境のもと、当社グループは、企業理念“The Denka Value”を実現すべく、３つの成長ビジョ

ン「スペシャリティーの融合体」「持続的成長」「健全な成長」を掲げ、2018年度より５か年の経営計画「Denka

Value-Up」における２つの成長戦略「事業ポートフォリオの変革」と「革新的プロセスの導入」を推進し、業容

の拡大と収益性向上に注力いたしました。また、2021年度からの２年間では、次期経営計画のありたい姿へ飛躍

するための大切な準備期間と位置づけ、「社会にとってかけがえのない存在」になるための第一歩として、「事

業」「環境」「人財」に関する３つの「Value-Up」に取り組んでおります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、数量面では世界経済減速の影響を受け、主力製品の一部で需

要が減少しましたが、原材料価格の上昇に応じた販売価格の見直しを行ったほか円安による手取り増があり、売

上高は3,087億33百万円と前年同期に比べ247億55百万円（8.7％）の増収となりました。

利益面では、原燃料価格の上昇に応じた販売価格の改定を行いましたが、スペシャリティー化進展のためのコ

スト増があり、営業利益は260億60百万円（前年同期比61億21百万円減、19.0％減益）となり、経常利益は237億

36百万円（前年同期比63億61百万円減、21.1％減益）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、ポ

ートフォリオ変革としてセメント事業からの撤退を決定したことから特別損失を計上し、88億42百万円（前年同

期比140億69百万円減、61.4％減益）となりました。

＜電子・先端プロダクツ部門＞

高純度導電性カーボンブラックは需要が堅調に推移したほか、販売価格の改定により増収となり、窒化ケイ素

もxEV向けの需要が堅調に推移いたしました。一方、電子部品・半導体関連分野向け高機能フィルムや球状溶融シ

リカフィラーは、パソコン、スマートフォンなどの民生向け需要の減少により販売数量が減少しました。また、

球状アルミナの販売も、xEVや５Ｇ関連向けは堅調に推移しましたが、民生向けの需要が減少し全体では前年を下

回りました。このほか、自動車産業用向けの金属アルミ基板“ヒットプレート”やＬＥＤ用サイアロン蛍光体

“アロンブライト”も前年を下回りました。

この結果、当部門の売上高は697億91百万円（前年同期比36億30百万円（5.5％）増収）となり、営業利益は137

億53百万円と前年同期に比べ41百万円（0.3％）の減益となりました。

＜ライフイノベーション部門＞

インフルエンザワクチンの出荷は生産能力を増強したことから前年を上回りました。一方、新型コロナウイル

スの抗原迅速診断キットおよびインフルエンザウイルスとの同時診断キットは、感染の拡大に加え、地方自治体

を通じた高齢者施設への配布や家庭や職場でのスクリーニング検査など需要の裾野が拡大し出荷量が増加しまし

たが、保険点数引き下げにより価格が大幅に下落し減収となりました。

この結果、当部門の売上高は387億74百万円（前年同期比26億16百万円（7.2％）増収）となりましたが、営業

利益は115億38百万円と前年同期に比べ４億１百万円（3.4％）の減益となりました。
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＜エラストマー・インフラソリューション部門＞

当部門はウクライナ危機に端を発した原燃料価格上昇の影響を大きく受けました。クロロプレンゴムは販売数

量が前年を下回りましたが、原燃料価格の上昇に応じた販売価格の改定を行いました。このほか、肥料の販売は

前年を上回り、特殊混和材の販売は概ね前年並みとなりました。一方、セメントは原燃料価格の上昇に対して価

格転嫁が一部にとどまりました。

この結果、当部門の売上高は945億30百万円（前年同期比169億96百万円（21.9％）増収）となり、21百万円の

営業損失（前年同期は営業損失11億64百万円）となりました。

＜ポリマーソリューション部門＞

スチレン系製品は原燃料価格の上昇に応じた販売価格の改定を進めました。数量面では、ＡＢＳ樹脂や透明樹

脂は自動車減産や中国経済減速の影響を受け減少し、デンカシンガポール社のＭＳ樹脂はテレビやモニター向け

の需要が減少しました。このほか、スチレンモノマーは定期修繕によるコストの増加があり、食品包材用シート

およびその加工品、合繊かつら用原糸“トヨカロン”の販売は前年を下回りました。

この結果、当部門の売上高は938億99百万円（前年同期比11億82百万円（1.3％）増収）となり、10億87百万円

の営業損失（前年同期は営業利益62億67百万円）となりました。

＜その他部門＞

YKアクロス株式会社等の商社は取扱高が概ね前年並みとなりました。

この結果、当部門の売上高は117億37百万円（前年同期比３億29百万円（2.9％）増収）となり、営業利益は21

億７百万円と前年同期に比べ５億80百万円（38.1％）の増益となりました。

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ598億96百万円増加の6,175億42百万円とな

りました。流動資産は、棚卸資産の増加などにより前連結会計年度末に比べ584億17百万円増加の2,765億81百万

円となりました。固定資産は、前連結会計年度末に比べ14億79百万円増加の3,409億61百万円となりました。

負債は、有利子負債の増加などにより前連結会計年度末に比べ481億89百万円増加の3,137億41百万円となりま

した。

非支配株主持分を含めた純資産は前連結会計年度末に比べ117億７百万円増加して3,038億１百万円となりまし

た。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の51.7％から48.6％となりました。
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(2) 経営方針・経営戦略等

2022年11月、当社は新たなビジョンと2023～2030年度までの８ヵ年を対象とする次期経営計画「Mission

2030」を策定いたしました。人財・経営価値を高め、スペシャリティ・メガトレンド・サステナビリティの３要

素をそなえた事業価値創造に集中するとともに、財務・非財務の双方に重点を置いた戦略を実行し、「Mission

2030」の実現を目指してまいります。

＜ビジョン＞

「Mission 2030」策定にあたり、長期的な視点でデンカの存在意義を明確にするために、４つの未来世界「サ

ステナビリティ」、「進化するテクノロジー」、「世界的な人口増加」、「揺らぐ秩序」を想定し、全従業員が

自分ごと化できる新たなビジョンを策定しました。

＜次期経営計画「Mission 2030」＞

ビジョンにおけるミッション達成のために、「Mission 2030」では事業、人財、経営の３つの価値創造を推進

して、企業価値向上につなげます。

事業価値創造
サステナブルな社会への貢献のため、

デンカが強みを発揮できるメガトレンド分野で収益性向上

人財価値創造
デンカのコアバリュー「挑戦」「誠実」「共感」で、

一人ひとりが自己成長を実感できる会社に

経営価値創造 コーポレートガバナンス高度化などを通じたESG経営強化

＜主な2030年KPI目標＞

財務

営業利益 1,000億円以上

営業利益率 15％以上

ROE 15％以上

ROIC 10％以上

投資決裁額 5,400億円（2023-2030年度８ヵ年）

総還元性向 50％水準

非財務

CO2排出量 100万t（2013年度比 60％削減）

再生可能エネルギー発電最大出力 150MW

労働災害度数率

（死傷者数÷延べ労働時間×100万）
0.2以下

女性/外国籍/経験者 管理職比率 50％
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(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、113億26百万円であります。

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更は、次のとおりであります。

当社は、次世代に向けた新事業創出活動の強化および既存事業の持続的な発展を目的として、2022年４月１日

付で「新事業開発部門」を新設するとともに、全社の研究・新事業開発体制を再編しております。

2023年度からスタートする次期経営計画を見据えて、研究開発のゴールはあくまでも新事業開発であることを

再認識し、「新事業開発部門」の傘下に、主に基礎研究を担当する「デンカイノベーションセンター」をはじめ、

事業構想からコンセプト検証、インキュベーション、事業化までの一連のプロセスを一貫して遂行する組織を配

置し、新事業開発における責任・運営体制の明確化を進めてまいります。

また、従来、既存事業のスペシャリティー化を担当してきた各研究部は、各事業部門の傘下とし、責任体制の

明確化と開発のスピードアップを進めてまいります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

（当社のセメント販売事業の会社分割による当社完全子会社への承継及び当該子会社株式の譲渡）

当社は、2022年10月25日開催の取締役会において、当社のセメント販売事業を、吸収分割（以下「本吸収分

割」）の方法により当社の100％子会社として新たに設立する完全子会社（以下「新会社」）に承継させた上で、

新会社の全株式を太平洋セメント株式会社（以下「太平洋セメント」）に譲渡（以下「本株式譲渡」といい、本

吸収分割及び本株式譲渡を総称して「本取引」といいます。）することを決定し、同日付で太平洋セメントとの

間で株式譲渡契約書を締結いたしました。なお、併せて2025年上期を目途とした石灰石の自社採掘及びセメント

製造事業からの完全撤退を決議しております。

(1) 本取引の目的

当社は1954年よりセメント事業に参入し、新潟県糸魚川市の青海工場にて、隣接する黒姫山の豊富な石灰石資

源のうち、カーバイド向けに使用できない純度やサイズの石を有効活用し、セメントの製造・販売を行ってきま

した。また、カーバイドやクロロプレンゴム等の工場内他製品の製造時に発生する副産物を、セメント原料に有

効活用することで、独自のカーバイドチェーンを構築し、製品の競争力向上や工場のゼロエミッションを追求す

るとともに、社外の廃棄物受け入れによる地域社会の資源リサイクルにも貢献してまいりました。

しかし、近年では当社セメント事業は、主要販売先の北信越地区をはじめ国内セメント需要が低調に推移して

いるとともに、老朽化した設備の更新やカーボンニュートラルに向けた大型投資が不可避という厳しい局面に立

たされています。そのため、経営計画「Denka Value-Up」において事業再構築が必要なコモディティー事業と位

置付け、構造改革を検討してまいりましたが、この度、当社単独運営による今後の事業維持・成長は困難との結

論に至りました。

太平洋セメントの100％子会社である明星セメント株式会社（以下「明星セメント」）は、当社の青海工場と同

じく糸魚川市にセメント工場を有しています。そのため、明星セメントとの協業により、当社の石灰石採掘及び

セメント製造事業撤退後、当社カーバイドチェーンにおける石灰石供給と副産物の有効活用は太平洋セメント及

び明星セメントが担ってまいります。

加えて、当社は、従前から太平洋セメント及び明星セメントと黒姫山の石灰石鉱山の共同開発計画に取り組ん

でおり、その検討過程において双方の信頼関係が醸成されてきたという経緯もあり、本取引に合意いたしまし

た。

当社は、経営計画「Denka Value-Up」におけるポートフォリオ変革の一環として、重点分野の「環境・エネル

ギー」「ヘルスケア」「高付加価値インフラ」へ経営資源を積極投入してきました。更に今後は、2023年度～

2030年度の次期経営計画を見据え、Ｍ＆Ａや設備能力増強投資、ならびに社会課題の解決を目的とした新規事業

の早期創出等による成長戦略を推進し、企業の持続的な成長を目指してまいります。

(2) 本吸収分割の効力発生日及び本株式譲渡の実行日

　2023年３月31日（予定）

(3) 本吸収分割の概要

① 吸収分割の方法

当社を分割会社とし、新会社を承継会社とする吸収分割です。

② 吸収分割に係る割当ての内容

本吸収分割に際して、株式その他の金銭等の割当て及び交付はありません。

③ 本吸収分割に係る新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

④ 会社分割により増減する資本金

本吸収分割による当社の資本金の増減はありません。

⑤ 承継会社が承継する権利義務

新会社は、本吸収分割の効力発効日において、別途吸収分割契約に定める当社セメント販売事業に関する

資産、負債、契約上の地位及び権利義務等を承継いたします。
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(4) 本吸収分割により新会社が承継する資産・負債の状況

① 分割する事業内容

セメント及びセメント関連製品の販売

② 分割する資産・負債の項目及び帳簿価格（2022年３月31日）

資産 負債

項目 金額 項目 金額

流動資産 519百万円 流動負債 519百万円

固定資産 454百万円 固定負債 ―

資産合計 973百万円 負債合計 519百万円

（注）上記金額は2022年３月31日時点の貸借対照表をもとに算出したものであり、実際に分割する資産・負

債の金額は上記金額に効力発生日までの間に生じた増減を加除した金額となります。

(5) 本吸収分割後の新会社の概要

名称 ＴＤセメント販売株式会社

所在地 群馬県高崎市八島町58番地１

事業内容 セメント及びセメント関連製品の販売

資本金 10百万円

(6) 本株式譲渡の概要

① 譲渡する子会社の概要

前記「(5) 本吸収分割後の新会社の概要」に記載の通りです。

② 株式譲渡先の概要（2022年３月31日現在）

名称 太平洋セメント株式会社

所在地 東京都文京区小石川一丁目１番１号

③ 譲渡株式数、譲渡金額及び譲渡前後の所有株式の状況

異動前の所有株式数 100株（議決権保有割合：100.0％）

譲渡株式数 100株

譲渡金額

株式譲渡契約における秘密保持義務を踏まえ、開示を控えさせていただ

きますが、譲渡金額につきましては、独立した第三者算定機関による評

価等を総合的に勘案して決定しております。

異動後の所有株式数 ０株（議決権保有割合：0.0％）
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 290,000,000

計 290,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 88,555,840 88,555,840
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 88,555,840 88,555,840 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 88,555,840 ― 36,998 ― 49,284

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,279,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 85,985,000 859,850 ―

単元未満株式 普通株式 291,040 ― ―

発行済株式総数 88,555,840 ― ―

総株主の議決権 ― 859,850 ―

(注) １．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,600株含まれております。

　 また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数26個が含まれております。

　 ２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式給付信託が所有する当社株式が46,400株含まれております。

また、「議決権の数」の欄に、同信託名義の完全議決権株式に係る議決権の数464個が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

デンカ株式会社
東京都中央区日本橋
室町２丁目１番１号

2,279,800 ― 2,279,800 2.57

計 ― 2,279,800 ― 2,279,800 2.57

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,210 22,253

受取手形、売掛金及び契約資産 101,026 ※1 123,605

商品及び製品 55,790 82,193

仕掛品 4,516 3,393

原材料及び貯蔵品 25,352 33,895

その他 11,485 11,493

貸倒引当金 △218 △253

流動資産合計 218,164 276,581

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 82,587 78,334

機械装置及び運搬具（純額） 90,006 95,393

工具、器具及び備品（純額） 4,666 4,228

土地 63,494 63,699

リース資産（純額） 2,141 2,395

建設仮勘定 20,276 19,575

有形固定資産合計 263,171 263,626

無形固定資産

のれん 5,989 6,157

特許権 359 299

ソフトウエア 1,111 1,326

その他 2,931 3,523

無形固定資産合計 10,391 11,308

投資その他の資産

投資有価証券 60,552 59,833

長期貸付金 140 133

繰延税金資産 1,326 1,718

その他 3,971 4,417

貸倒引当金 △73 △76

投資その他の資産合計 65,918 66,026

固定資産合計 339,482 340,961

資産合計 557,646 617,542
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 50,032 ※1 63,957

短期借入金 40,545 45,376

コマーシャル・ペーパー 8,000 16,000

1年内返済予定の長期借入金 12,470 11,979

未払法人税等 5,439 2,517

未払消費税等 298 162

賞与引当金 2,904 800

その他 46,988 47,768

流動負債合計 166,679 188,562

固定負債

社債 37,000 37,000

長期借入金 39,016 68,038

繰延税金負債 5,995 1,579

再評価に係る繰延税金負債 8,401 8,401

退職給付に係る負債 5,074 4,975

株式給付引当金 60 76

その他 3,324 5,107

固定負債合計 98,872 125,178

負債合計 265,552 313,741

純資産の部

株主資本

資本金 36,998 36,998

資本剰余金 49,397 49,406

利益剰余金 183,128 179,461

自己株式 △7,645 △7,650

株主資本合計 261,879 258,215

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 16,883 16,297

繰延ヘッジ損益 △348 85

土地再評価差額金 10,377 10,377

為替換算調整勘定 2,410 17,225

退職給付に係る調整累計額 △2,731 △2,348

その他の包括利益累計額合計 26,592 41,636

非支配株主持分 3,621 3,948

純資産合計 292,094 303,801

負債純資産合計 557,646 617,542
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 283,977 308,733

売上原価 201,139 229,395

売上総利益 82,838 79,337

販売費及び一般管理費 50,656 53,277

営業利益 32,181 26,060

営業外収益

受取利息 44 -

受取配当金 1,516 1,972

持分法による投資利益 555 1,714

為替差益 - 64

その他 498 397

営業外収益合計 2,615 4,150

営業外費用

支払利息 700 880

固定資産処分損 2,087 2,533

操業休止等経費 669 1,129

為替差損 143 -

その他 1,098 1,930

営業外費用合計 4,698 6,473

経常利益 30,097 23,736

特別利益

投資有価証券売却益 100 3,139

特別利益合計 100 3,139

特別損失

製品自主回収関連費用 ※1 1,015 -

事業整理損 - ※2 17,030

特別損失合計 1,015 17,030

税金等調整前四半期純利益 29,182 9,845

法人税、住民税及び事業税 6,734 853

四半期純利益 22,448 8,992

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△463 150

親会社株主に帰属する四半期純利益 22,911 8,842
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 22,448 8,992

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △188 △708

為替換算調整勘定 4,033 15,098

退職給付に係る調整額 383 382

持分法適用会社に対する持分相当額 41 533

その他の包括利益合計 4,269 15,306

四半期包括利益 26,717 24,298

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 27,141 23,886

非支配株主に係る四半期包括利益 △423 412
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収

束時期等を含む仮定について重要な変更はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 ―百万円 1,555百万円

支払手形 ― 〃 1,124 〃

　２ 保証債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入などに対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

黒部川電力㈱ 9,400百万円 黒部川電力㈱ 11,900百万円

Akros Trading Hong Kong Ltd. 30 〃 Akros Trading Hong Kong Ltd 33 〃

その他 8 〃 その他 4 〃

計 9,439 〃 計 11,937 〃

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 製品自主回収関連費用

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年12月31日)

当社で製造した新型コロナウイルス抗原迅速診断キットのうち一部ロットの自主回収に伴う費用を計上しており

ます。

※２ 事業整理損

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

石灰石の自社採掘およびセメント事業からの撤退を決定したことに伴う固定資産の減損損失を計上しておりま

す。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

減価償却費 17,179百万円 19,797百万円

のれんの償却額 391 〃 359 〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 5,608 65.00 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金

2021年11月８日
取締役会

普通株式 6,039 70.00 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金

（注）１．2021年６月22日定時株主総会に基づく配当金の総額には、株式給付信託が所有する当社株式に対する

　 配当金３百万円が含まれております。

　 ２．2021年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が所有する当社株式に対する配

　 当金３百万円が含まれております。

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 6,470 75.00 2022年３月31日 2022年６月23日 利益剰余金

2022年11月８日
取締役会

普通株式 6,039 70.00 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

（注）１．2022年６月22日定時株主総会に基づく配当金の総額には、株式給付信託が所有する当社株式に対する

　 配当金３百万円が含まれております。

　 ２．2022年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が所有する当社株式に対する配

　 当金３百万円が含まれております。

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結
損益
計算書
計上額
(注)３

電子・先
端プロダ
クツ

ライフイ
ノベーシ
ョン

エラスト
マー・イ
ンフラソ
リューシ
ョン

ポリマー
ソリュー
ション

計

売上高

外部顧客への
売上高

66,160 36,157 77,533 92,717 272,569 11,408 283,977 ― 283,977
(注)４

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― ― ― 101 101 2,636 2,738 (2,738) ―

計 66,160 36,157 77,533 92,819 272,671 14,044 286,716 (2,738) 283,977

セグメント利益
又は損失（△）

13,794 11,939 △1,164 6,267 30,837 1,526 32,363 (182) 32,181

(注) １．「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プラントエンジニアリング

事業、商社事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△182百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．このうち、海外売上高は117,945百万円（41.5％）であります。

なお、海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
事業
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結
損益
計算書
計上額
(注)３

電子・先
端プロダ
クツ

ライフイ
ノベーシ
ョン

エラスト
マー・イ
ンフラソ
リューシ
ョン

ポリマー
ソリュー
ション

計

売上高

外部顧客への
売上高

69,791 38,774 94,530 93,899 296,995 11,737 308,733 ― 308,733
(注)４

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― ― 40 77 118 4,710 4,829 (4,829) ―

計 69,791 38,774 94,570 93,977 297,114 16,447 313,562 (4,829) 308,733

セグメント利益
又は損失（△）

13,753 11,538 △21 △1,087 24,182 2,107 26,290 (230) 26,060

(注) １．「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プラントエンジニアリング

事業、商社事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△230百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．このうち、海外売上高は131,332百万円（42.5％）であります。

なお、海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「エラストマー・インフラソリューション」において、石灰石の自社採掘およびセメント事業からの撤退を決定

したことに伴い、17,030百万円の減損損失を計上しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）
（単位：百万円）

報告セグメント
その他
事業
(注)１

合計
電子・先端
プロダクツ

ライフイノ
ベーション

エラストマ
ー・インフ
ラソリュー
ション

ポリマーソ
リューショ

ン
計

日本 29,039 28,047 42,425 57,460 156,973 8,968 165,941

中国 17,204 2,137 3,160 19,507 42,010 984 42,994

その他アジア 7,984 365 13,158 9,050 30,560 739 31,300

その他 11,931 5,515 18,787 6,698 42,933 716 43,650

顧客との契約から生じる
収益

66,160 36,066 77,533 92,717 272,478 11,408 283,886

その他の収益 ― 91 ― ― 91 ― 91

外部顧客への売上高 66,160 36,157 77,533 92,717 272,569 11,408 283,977

(注) １．「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プラントエンジニアリング

事業、商社事業等を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益については、顧客の所在地を基盤とし、国又は地域に分類しております。

当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）
（単位：百万円）

報告セグメント
その他
事業
(注)１

合計
電子・先端
プロダクツ

ライフイノ
ベーション

エラストマ
ー・インフ
ラソリュー
ション

ポリマーソ
リューショ

ン
計

日本 28,888 31,470 45,377 63,086 168,822 8,486 177,308

中国 14,700 1,786 3,484 15,683 35,655 1,113 36,769

その他アジア 11,445 381 19,898 7,257 38,983 1,400 40,383

その他 14,756 5,043 25,769 7,872 53,442 736 54,178

顧客との契約から生じる
収益

69,791 38,682 94,530 93,899 296,903 11,737 308,640

その他の収益 ― 92 ― ― 92 ― 92

外部顧客への売上高 69,791 38,774 94,530 93,899 296,995 11,737 308,733

(注) １．「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プラントエンジニアリング

事業、商社事業等を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益については、顧客の所在地を基盤とし、国又は地域に分類しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 265円71銭 102円54銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 22,911 8,842

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

22,911 8,842

普通株式の期中平均株式数(千株) 86,226 86,230

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、株式給付信託が所有する当社株式を含めて

おります。

２ 【その他】

2022年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………6,039百万円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………70円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年12月２日

(注) 2022年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月８日

デンカ株式会社

取締役会 御中

　

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 上林 三子雄

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 北村 康行

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中野 裕基

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデンカ株式会社

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デンカ株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長今井俊夫および当社最高財務責任者林田りみるは、当社の第164期第３四半期（自 2022年10月

１日 至 2022年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


